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1 . はじめに

この研究は，行動分析と注意識分析の経年追跡調査をおこない，住まい方の意識とその実

態の変化要因在探り，住居観の構成要素を求めるものである p 今回は，河川|の改修工事に伴

い集団移転することになった滋賀県守山市旧新庄町川辺地区を対象に行なった集団移転前の

調査より，居室空間とその生活行為について報告する.

表L N-S移転地の条件比較

S士山125:(23Fi) N地区(9声)

地~[!的条円 L 道 I~而し、路線パス頻発 l日付j(C面1[.，、路線パス悶散
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我が国における戦後の国民生活は，科学@文化の発展

によって急速に高度化されて来た.このため社会の消費

要求は，家庭電化製品などの耐久消費財を始めとした，

レジャー・教育 e 情報など広範囲に増大してきた.佳宅

においても例外ではなく，量から質への要求は高まり，

遅れがちな住宅政策，土地@建設資材の価格高騰ーなどか

ら貧困への一途をたどっている.

却 rlJ 施設 上恥J;!.i目路整備，都市力J刈J設予定 簡易*i11.道路整備・都市ガスなし

今日の住宅事情は9 終戦直後の住宅難とは意味吾変

え， I住宅囚窮者の広範な拡大JI住要求に対する居住

水準の上昇とその実現の囚難性拡大JI住生活のゆがみ

と， ζれより生ずる人間疎外の拡大JI資本蓄積のため

の利潤追求の対象としての商業主義的住宅」など新たな

問題を含んでいる 1)

ζの報告は9 さきの経済的，社会的諸条件の変化より

生まれた現代人の生活心情の変化に対応する今後の住宅

のあり方を求めた、佳宅における住意識調査、 2)の報告

に引き続くものである.

住生活iこ関する基礎的な研究は.生活の変イむ発展lこ併

う動的な生活と静的な住空間との調和を求めるものが多

しこの調和を判断する基準の 1つに住居観が考えられ

てきた.住居観の構成要素を採るには，複雑な要素の相

互関係において捉えはくてはならなし今回の研究は，

調査対象を少数にしぼり住まい方の行動分析と住意識分

析の経年追跡調査ごとおこない，住まい方の:き識とその実

態の変化要因を探り，住居観の構成要素を求める基礎的

な調査研究である園
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2. 調査方法と調査対象

a)調査方法

住み方の変化要因を求めるため，河川の改修工事に伴

い村ごと集団移転することになった滋賀県守山市旧新庄

町川辺地区を対象地域に選らぴ，移転前と移転後および

移転後一定期聞を置いて追跡的に調査を行なうものであ

る.集団移転と言う特殊な地域のため対象者は少数であ

るが，調査対象が移転前後において同一集団であり，

また移転前における意識について調査が行なえるなどの

利点が考えられた.調査対象者は上記の地区内の世帯全

体と，主人・主婦・長子とし，調査は自記式配票調査と

面接聴取り調査の2つを併用し行なった.

b)調査対象地域

旧新庄町川辺地区は，総戸数38戸で，その移転先は，

38戸の内23戸が1.4Kmほど離れた守山市笠原町(S地区)へ

9戸が以前と同じ新圧町内で・旧川辺地区にほど近い N地

区に集団移転した.残り 6戸は，近隣の都市に分散移転

した.S.N地区の現況の違いについてまとめると表1の

とおりです.

c)調査日時

昭和47年7月上旬に配布，下旬に回収.

d)調査対象戸数・回収率

調査は，神社・寺院に属する住宅などを除き30戸 (S

地区21戸 'N地区9戸〉を対象戸数とした.

回収率は， 93.39ぢ28戸であった.

0)調査対象者の概要

回収者の内訳は， 28世帯，主人21人・主婦24人・長子

9人で，その年令は， 21才から60才までにほぼ平均的に

分散されている.対象者の職業は，大きく技能・単純労

働・事務・農業の各従事者に分けられる.

調査対象家庭の平均家族数は， 5.3人で， 22戸78.6%

までが4~6人の家庭である.その家族型は，世代家族が

18戸64.2%，傍系家族が5戸17.9%，核家族4芦14.3%で

あった.

農業経営形態は，専業農家1戸，第1種兼業農家主戸，

第2種兼業農家19戸，非農家3戸であり農業従事者は21人

38.9%であった.主役農作物は、米、 、麦、 、野菜、で

ある.

3. 調査内容

、住居平商に関する利用実態調査、と、家族内交流・

接客行為などを中心とした生活への質問調査、の2つか

らなり，広範囲から移転前の住生活全般について捉えよ

うとした.

今日は，第1次調査(移転前〉における住居規模を中

心とした住居平面の利用実態と，その利用意識について

「住居規模と居住形態の現状Ji居室と居室相互のスぺ

rh老人室平均床面積 13.配

夫婦室平均床面積12.15m'

子供1人当『の
:平均子陣床面積

7.邸m2

談らん室平均阿積 11.0701
客僻緋面積 13.15m'

金当13伊賀
台所平均床面積 7.86m'

a)個人室スペース b)共通スペース

図2居室平均床面積の比較

ース比較Ji居室の利用実態とその必要性Ji居室利用

への志向性Ji居室の相互関係と生活行為との関係」の

調査結果の一部を報告する.

、住居観iζ関する研究方法，、家族内交流とその住空

聞に関する研究、 ミ接客行為とその空聞に関する研究、

はすでに報告のとおりである.

4. 詔査結果と考察

a)住居規模と居住形態の現状

住居規模は，母屋と離れからなる居住棟数2様の住戸

が全体の71.4%で，居住棟の階数は 1階建て75.05弘構造

はすべて木造住居であった.母屋と離れの平面形式を比

較すると，母屋の平面形式では，78.6%が四ツ自間取り，

17.99ぢが直列型であり，離れの平面形式では，四ッ日間取

りを持つ住戸はなく，離れを有する住戸の内61.8%が直

列型であった.居住床面積については，平均居住床面積

58.97III， 1人当りの平均住居床面積10.39IIIであった.

一般的に住居規模と家族形態は強い関係にあると恩わ

れるが，今回の対象住戸は，現在の家族形態が出来る以

前に建てられた住居が多く，居住床面積を始め他の住戸

規模と，家族構成との聞にはほとんど関係が見られなか

った.

そこで，家族形態と関係なく出来上がっている住居規

模が実生活においていかに使われているかを住居形態か

ら見た.

住居形態を家族の居住方式から分離型と非分離型に分

けると，分離型が85.79ぢ(内訳，平面分離型57.15ぢ，垂

直分離型28.65的，非分離型が14.3%で，ほとんどの住

居で分離が行なわれていることになる.家族型別に見る

と，核家族で分離が 75.0%， 世代・傍系家族で分離が

91.3%，非分離が8.7%であった.

さらに，世代・傍系家族における分離型を家族構成か

ら詳しく分析すると， c若夫婦・子供〕と〔老夫婦〕の

分離が47.85ぢ， c若夫婦〕と〈老夫婦・子供〕 の分離が

30.4%， C若・老夫婦〕とく子供〕の分離が4.39弘 〔

若夫婦・子供〉と〔老夫婦・子供〉の分離が 8.7%であ

り，若・老夫婦・子供の非分離は， 8.7%でわずかであ
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表2居室床面積と延べ面積の関係

注)0老人室 P夫婦室 CH子供室 DR客間

L談らん室 D食事室 K台所(数字は戸数)

った.このことから，世代・傍系家族においては，若夫

婦，老夫婦を中心lζ生活分隣が行なわれていると思われ

る.

b)居室と居室相互のスペース比較

居室空間を下記のように分類し，分析を読みた.

¢個人スペース・-…老人室・夫婦2霊園子供室

@共通スペース・・・客間・だんらん室・食事室・台

所

の衛生スペース…・・浴室・便所

@作業スペース

居室平均床面積は，個人スペースの老人室が 13.73m

で一番広く，共通スペースの客間13.15mと続いた.

延べ面積と各居室床面積との関係では，台所，客間，

老人室において延べ面積が広くなるにつれて各居室床面

積が広くなる傾向がうかがえ，台所・界間においては，

351m以上になると急に広くなっていることがわかった.

だんらん室と夫婦室においては，延べ面積との関係はあ

まり見られなし平均，談らん室が11.07m， 夫婦室が

12.15m l乙集まっていた.また，子供室では，約4mから

18mの間iこ広く分散し，延べ面積との関係は考えられな

し延べ面積より，家族構成員の年令，子供数など経年変

化に対応する諸要因が左右するものと思われ，今後の調
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査結果に注目したい。

さらに，図3，4より生活空間の中心にあると考えられ

る談らん室の広さが他に及ぼす影響の有無を床面積から

考えて見た.談らん室と子供1人当りの子供室床面積と

の相関係数は0.024でほとんど関係は見られないが， わ

ずかに談らん室が狭くなると子供室が広くなる傾向がう

かがえた.また，談らん室と客間における相関係数は9

0.472で談らん室が広くなるにつれ客間も広くなってい

た.乙の乙とより，談らん室床面積を広く取ることによ

り，子供室での生活行為の 1部を談らん室で行なわせる

傾向が考えられ，反面，来客i乙対しては，談らん室での

応対は考えられないと恩われる.

図5は，個人@共通。衛生スペースの床面積比と作業

.共通。衛生スペースの床面積比とを比較したものであ

る.これより共通スペースは，個人スペースの約2倍ほ

どあることがわかった.これは農家住宅特有の広い玄関

床面積のためであった。作業スペースが広く占めている

のも同じ理由のためと思う.また一日でわかるように，

前記3スペースの床面積の計に対し，衛生スペ{スへの比

重力>10%前後と小さく，個人スペース，作業スペース，

共通スペ{スと高くなることがうかがえた.

c)居室の利用実態とその必要性

接客iこ関する部屋は，多くの住戸においてあらたまっ

た客用とちょっとした客用とに区別されており，前者は

46.4%の住戸で専用の部屋が用意され，後者は，ほとん

どの住戸で談らん室との併用であった.

談らん室については，ちょっとした客用の部屋との併

用が50.0%，食事室との併用が28.6%あり，専用は21.4

%と少なかった.

食事室の形態は，食事専用のD型 (67.9%)が多く，

様式は89.3%が座式であった.台所は，すべての住戸

r =0.但4
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共通スベース

図5個人@共通。衛生。作業スペースの関係

で，食事室隣りの土聞に設けられである.

， ，、
，，-

叫l

f子供室についでは， 53.8%の住戸で専用の室が確保

され， 1人1室使用の子供は全子供数の25.0%，子供同志

の複数による共同使用は子供数の39園3%であった.両親

の夫婦室との併用は， 5才を限度に28.6%であった.

夫婦宝・老人室の利用実態は，それぞれ57.1タ16，63.6 

%が専用室であった.

f また，各居室の必要性については， 、必要と思う、が

子供室の90.7%(必要ない0.05めを最高に，老人室p

談らん室3 夫婦室(各70%以ヒ)へと高い数値で続し

しかし p その居室についての専・併用についての希望で

は，共通スペースの談らん室，食事室における専用を希

望するものは少なし個人スペースの夫婦室，老人室で

すら50%前後にとどまっている.

d)居室利用への志向性

⑪ 家族内交流において

家族内交流は，主に夕食後，テレビを媒介として行な

われる家庭が多く 1日の5f均交流時間は68.0分であっ

た.また現状の交流時間については， 75.0%の者が満足

している.すとし方については，現状と希望が一致する

者は24.1%とわずかで'~~談、 、目的を持った交流、どを

望んでいる.

交流時間と居室床面積との関係は，居室床面積が小さ

くなるほど家族l)j交流が長くなり，平均交流時間で居室

床面積50N 60rr:lの住戸が一番長い結果が出た.さらに，

談らん室とその併用室から見Tこ交流時間は、ちょっとし

た来客用の室、との併用が平均交流時間38.5分3 ミ食事

室、との併用が平均交流時間67.5分と食事室との併用の

方が長い交流時間を持つことになる.

@ 食事室のあり方において

現状の食事室は， 89.3%が座式による食事専用 (D型)

l%) 

談らん室

食堂

子供室

夫婦室

老人室

表4談らん室でのすごし万の現状@希望の比較(必〉

11L 
ア 幸佳

自緒
4乙
し、 v 
る 持
アご
l十 ビ 言主 て亡

}緒にいるだけ 5，6 5，6 5，6 3，7 

ア レ ピ 9，311.1 16，7 7，4 

雑 談 7，4 3，7 

目的を持って 3，7 

表5食事室の形態と l段式の現状・希望の比較(必〉

!~夫
DK D LK Eちもでも

時Ei式座 式f$' 座式 惨式 座式

椅子式 1.9 1.9 1.9 
D 

座式 24，1 1.9 13，0 5，6 3，7 1.9 13，0 7，4 

1奇子式 1.9 1.9 

k位式 1.9 1.日 1.9 3，7 

表日 家族内交流時間への希望とすとし万の現状(%)

30分以内 31-60分 6H20iI 121-180分181-240封241分以上

時
c 0)まま

18.5 38.9 7.4 7.4 1.9 1.9 一亡よし 1

間
へ 多すぎる。コ
望希 少なすぎる 7.4 1.9 1.9 3.7 

i問i寺
雑 談 5.6 7.4 

と テレピ 14，8 22.2 5.6 7.4 1.9 3.7 
す
ζ: キる白 }こ Ti l 
し

いだ{ji 5.6 11.1 7.4 3目7

方 目的を 3.7 j寺って
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表7 家族形態と生活行為の関係

自分の室の必要と感じる時 親子の寝室分離について
家族内父流の

重要な話し合いの現状必要性について

!葱 勉 し、 そ 無 年 3 中 分 そ 無 手{ド 必 Bリ 無 よ ま 草Z 当

人 強 イコ ーZロ〉 才 学 学 離 』乙
く あ 。〉

じ !C 
れこ

校 校 の
常

要
ど よ 中

事で
仕事

と な ち 話 く 'Li、
の 回 関 つ 入 入 必 の 回 l乙 ら 回 。コ

寝 は し 話 J、
な 係 Tこ

離学分 学離分
要な

な で
し カま 者

る 趣 な な
ら 必 も J仁31h 

メr会マ入 決
離う士 よ め

L、時 味 く 他 空口主 し {也 空日主 要 L、し、 主に主コ 7 つ る が

519 21 12 215 518 24 11 110 5144 214 4127 18 712 

家 核家族 7111 311 1 113 111 
族 世代家族139318 13 11 113 416 17 9 
Jf:三 傍 系家 族 711 4 111 111 411 
責也E、

その他'不明 l 1 
20才以下 2 2 l 

年 21 ~ 30才 15 213 413 211 214 613 
31 ~ 40才 10 1 612 111 215 1 
41 ~ 50才 14 115 512 112 813 

ーiロ〉、 51 ~ 60才 12 111 613 l 214 411 
61才以上 1 1 

農業料形館計

専業 農家 3 l l 1 111 
第 l種兼業 10 211 6 1 112 2 5 
第2f理兼業 36 217 12 11 113 313 20 511 
非農家 5 1 2 2 2 1 1 

生 エネルギの補給 4 111 2 1 
活 14:を{木める 11 316 111 111 513 
ノ¥

の うij 働 16 213 414 112 213 61311 
ヨRメωJ 余暇生活 13 111 714 219 
罰百

無回答 10 212 312 112 214 

であった，しかし，希宅では椅子式による台所と食事宝

併用 (DK型)が27.9%で一番多く，現状の D型与を希望

する者は5.0%とわずかで， 現状と希望の違いが著しく

見られた.

夕食の取り方に対する希宅については、このままでよ

い、に55.6労、もっとそろって食べたい、に31.5必が集

まり， ミそろう必要な1，'，を布引する者は 1人もいなか

っ?こ.

の接客において

来客可能の人員については， 41~60人が35.7%で一番

多く，次いで21~40人が21. 4%であり，居室床面積や続

き閲の広さに一致して人数が噌えている.また，親戚の

集まりにおいても居室床荷積と関連性をもら， 3カ月1回

以上と答えた14戸の住戸巾85.7%までが61ni以上l乙属し

6カ月1回以下の11戸の住戸中90.9%までが60ni以 Fであ

っTこ.

他人の宿泊については， 68.5%の者が、親戚やごく親

しい人のみ泊めてもよし¥と答え， 勺白めたくない、 ミ

あまり泊めたくとEい、などの拒否は主婦には 1人もいな

し全体で 9.3%と少なかった.

2 
2 

115 111 413 
3132 113 3116 14 712 

611 7 
111 1 
112 2 
12 111 118 312 2 

118 111 513 2 
1113 116 711 
119 211 715 
1 111 

3 3 
9 1 412 212 

4130 112 3118 13 5 
112 111 115 
312 213 1 
111011 61411 
1114 111 617 3 
10 112 71511 
8 111 512 112 

子供室での行為

(無回答・子供室なし46.4%)

無

回

公ロ: 。

25 

夕食の取り方の希望

と も そ決 無
の ザコ ろめ
ま と うる
ま そ 必必 回
で ろ 要要
よ ーコ なな

て L、L、空同主

30 17 013 4 
5 111 
21 13 213 
314 
1 
111 
915 111 
513 111 
914 1 
614 111 

1 
112 
614 
23 8 213 

3 1111 
2 21 
516 
914 112 
8 4 1 
613 1 

夫婦室での行為

(無回答21.7%) 

その他，近所の寄合などの場所としては，多くの者が
図B子供室と夫婦室での生活行為の現状
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表B居室の相互関係と生活行為の関係

A.隣鯉

瞬
間

豊富口
居間 個人室

母屋 |離れ

官
iコ

E.準分散型

騒音口
口

(注)住居型分類

昨|口 語口!日

!日ロ瞳口|口瞳

公民館や集会所を希望し，個人の家を希望する者は 3.7

%とわず、かで、あった.

③ 親と子供の生活室分離において

子供室と夫婦室での生活行為の違いは図 6より，前者

は勉強，後者は睡眠，勉強・仕事が中心であるように考

えられる.またこの図より，夫婦においては唾限と着替

えの行為は一体として同室で行なわれているようであっ

Tこ.

子供室の必要性については、小学校入学時より必要、

と考えるものが半数の50.096あり，親と子の寝室分離に

ついても同じ刈、学校入学時より分離を希望、に44.45ぢ

集まった.比較的早い時期より親，子の分離を望んで、い

ると恩われる.

e)居室の相互関係と生活行為との関係

談らん室と個人室との相互関係では，表Bのとおり，

準隣接2型(個人室を談らん室の隣と離れに持つ住居

型〉と準分散1型(個人室を談らん室から離れた母屋と

離れに持つ住居型〉にそれぞれ32.1%づつあり，談らん

寒から離れた個人室が多くの住戸で持たれていると言

え，その個人室は，子供室52，8%，夫婦室27.8%で占め

られている.また，談らん室はあらたまった客のための

客間と食事室K固まれた母屋玄関に一番近い部屋に占め

られ，共通スペースの中心に位置づ、けられているといえ

る.

家族内交流・個人室での行為・会合可能の最大人員と

の関係を分析すると次のとおりです.

家族内交流については，準分散1.2型と混合型の住居

において 2時間以上の家族内交流をもっ家庭は見られな

く，準隣接1・2型の住居の様に，談らん室と子供室が近

くなるにつれて多くなり，家族交流の多い少ないが談ら

ん室と個人室との関係に影響されることがうかがえる.

個人室での行為では，隣接型と離れを持つ住戸におい

て自分の室での生活行為が多くなり，母屋と離れとの距

離が動線上の障害となると思われる.

最後に，会合可能の最大人員については，隣接型，準

隣接1.2型はミ10人以下、 ミ 11~30人、?と集まり，隣接

型から準分散 2型l乙移るにつれて、11~30入、 、31~50

入、 ミ 51~70人、と変化し，離れに個人室を持つ住戸ほ

ど多くの人が集まれ，会合に多くの人を集めるには住居

規模の大小からの影響と共に公的空間と私的空間の分離

の必要があることがわかる.

5. おわりに

以上のことを要約すると，住居規模は必ずしも家族形

態に影響をもたらすのではなしむしろ，家族数と家族

構成員の年令などの経年変化に対応する諸要因が住居形

態や伺人室の広さに強く関係していると思われる.

また，家族内交流などの生活行為については，居室位

置の相互関係や居室の専@併用が行為への誘導と促進力

になることがうかがえた.

今回は，守山市新庄町川辺地区住民の集団移転前の住

生活の第1次調査の中から，主l乙居室空間とそこにおけ

る生活行為の関係について分析を試みた，今後は移転後



居室空間とその生活行為に関する研究 27 

の住居空間やそこでの生活変化を調査し移転前と対比し

た生活や意識の変化要因を探っていきたい.
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